

















































































































































































































































































































































































































































は、基幹事業 9 割に対し、提案事業 1 割である）。
















































































1500 万円～ 5000 万円、市町村分が 1 団体あたり








ず、2008 年 12 月 19 日改定の地域活性化等に資






















































































































































































































































路のみで、中越地震 33 億 5000 万円（なお、中越沖地震は






























































措置法の制定を提言している（1994 年 5 月 27 日
の長期化大規模災害対策法等の立法措置を求める































































































































1090 億円 (6.3% , 













































































































災地 5 市 1 町（長岡市・川口町の合併に伴い発足









































































告 第 6 巻』2000 年。
兵庫県・復興 10 年委員会『阪神・淡路大震災　復興 10
年総括検証・提言報告』2005 年。
新潟県・新潟県中越大震災記録誌編集委員会『中越大震
災（前編）～雪が降る前に～』2006 年。
新潟県中越大震災記録誌編集委員会『中越大震災（後編）
～復旧・復興への道～』2007 年。
関西学院大学災害復興制度研究所『被災自治体における
上乗せ・横出し・独自支援策についての報告─
2005 年全国自治体調査から』2007 年。
阪神・淡路大震災復興フォローアップ委員会『伝える　
阪神・淡路大震災の教訓』2009 年。
内閣府『防災白書』2009 年。
新潟県「中越大震災ホームページ」 
（http://www.pref.niigata.lg.jp/bosai/chuetsu_
daishinsai.html）
内閣府「地方分権改革ホームページ」 
（http://www.cao.go.jp/bunken-kaikaku/）
［執筆担当］
Ⅰ・Ⅳ章、山中茂樹、Ⅱ章　山本晋吾、Ⅲ・Ⅴ章　
津久井進、Ⅵ章　青田良介、Ⅶ章　荏原明則
〔専門知識提供〕
澁谷和久（国土交通省）、安中康裕（新潟県）、亀井
浩之（兵庫県）、室﨑益輝（関西学院大学）
